
報告（1）

11月30日（水）開会

2日（金）一般質問 島津議員（市民連合） 落水議員（熊本自民） 大石議員（自民）

5日（月）一般質問 井本議員（公明） 上野議員（共産） 緒方議員（無所属）

6日（火）一般質問 山内議員（市民連合） 藤山議員（熊本自民） 田島議員（自民）

7日（水）一般質問 浜田議員（公明） 三森議員（公明）

8日（木）一般質問 田中敦議員（熊本自民）

12日（月）予算決算委員会分科会、部門別常任委員会

16日（金）予算決算委員会（分科会長報告、締めくくり質疑、表決）

20日（火）委員長報告、質疑、討論、表決、閉会

２　本会議（一般質問） 質疑要旨 ・・・ Ｐ2

３　予算決算委員会分科会　質疑要旨 ・・・ Ｐ22

４　教育市民委員会　質疑要旨 ・・・ Ｐ23

５　予算決算委員会（締めくくり質疑）質疑要旨 ・・・ 該当なし

６　閉会日 質疑要旨 ・・・ Ｐ28

令和４年第４回定例市議会報告について

１　日程

田中誠議員（熊本自民）
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質疑要旨 応答要旨

池田小学校の新体育館・プール複

合施設について

学校施設課

　池田小学校の新体育館・プール

複合施設について、建設予定地の

埋蔵文化財調査の結果はいかがで

あったか。また、完成時期に変更

はあるのか。【市長答弁】

　池田小学校体育館及びプール改築工事については、文化財課の調査の

結果、埋蔵物は発見されなかったため、当初の予定どおり令和６年２月

末完成予定である。

新型コロナウイルス感染症対応に

ついて

健康教育課

　名古屋市での先例や厚生労働省

の通知を踏まえ、本市でも学校給

食における黙食を廃止してはいか

がか。

　名古屋市では、学校給食を実施している全ての市立学校で、これまで

の黙食の指導を大声での会話を控える指導、つまり、一定程度の会話は

認める指導へと先月から見直された。また、１１月２９日には、文部科

学省から「一部の地域で行われているように、座席配置の工夫や適切な

換気の確保等の措置を講じた上で、給食の時間において、児童生徒等の

間で会話を行うことも可能」との事務連絡が発出された。

　先行して本年６月に黙食を見直された福岡市においても、それ以降、

給食を通じた新型コロナウイルス感染症の感染者の増加は確認されてい

ないとのことであり、子ども同士のコミュニケーションが心身の健やか

な成長にとって重要であることから、本市においても、給食時の黙食に

ついて見直したい。

２　本会議（一般質問） 質疑要旨
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質疑要旨 応答要旨

２　本会議（一般質問） 質疑要旨

ゆとり教育及び大学における教養

課程の廃止について

指導課

　大学における教養課程の廃止さ

れた時期及びゆとり教育が実施さ

れた時期はいつか。

　大学の教養課程については、平成３年に大学設置基準等が改正され、

大学に関する規制が緩和されて以降、教養課程と専門課程をはっきりと

区分している大学が減ってきたところである。

　小中学校においては、昭和５２年の学習指導要領の改訂で、学習内容

の精選とともに、「ゆとりある充実した学校生活」を実現するため、各

教科の標準時数の削減がなされた。また、平成１０年の改訂では、完全

週五日制の実施に伴い授業時数の削減とともに、「ゆとりの中で『生き

る力』を育む」ことが重視された経緯がある。

　熊本市教育振興基本計画の基本理念には「豊かな人生とよりよい社会

を創造するために、自ら考え主体的に行動できる人を育む」と掲げてい

る。「教養」はこのような人を育むために必要な力であり、一人ひとり

が広く深い教養を持つことは、多様な生き方を認め合い、生涯にわたっ

て自らを高めながら社会の一員として魅力ある社会を築くことにつなが

る。

　学校教育においては、幅広く様々な学びを通して、生涯にわたって役

立つ「教養」を身につけさせていきたい。
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質疑要旨 応答要旨

２　本会議（一般質問） 質疑要旨

心かがやけ月間について

教育センター

　心かがやけ月間が設定された経

緯について尋ねる。

　「心かがやけ月間」の取組は、平成１８年の教育基本法の改正に伴

い、学習指導要領の道徳に「家庭や地域社会との共通理解」が新たに加

わったことを受け、平成１９年１１月に開始した。

　文部科学省は文化の日を挟む１１月１日から７日を「教育・文化週

間」と定めており、熊本県は、１１月１日を「くまもと教育の日」とし

ていることから、熊本市は１１月を「心かがやけ月間」とした。

　「心かがやけ」は、熊本市の名誉市民である中村汀女さん、堅山南風

さんの心にまつわる言葉をもとに、子どもたち一人ひとりの心の成長を

願い「心かがやけ」としたものである。各学校・園では、保護者、地域

社会と連携して道徳教育の充実を図り、熊本市の子どもたちの豊かな心

を育むため、道徳について親子で考える親子道徳の日、清掃ボランティ

ア、花いっぱい運動等、それぞれの実態に合わせて取り組んでいる。

　熊本市の道徳教育充実のために、より一層「心かがやけ月間」の取組

について周知してまいる。

家庭教育について

青少年教育課

　熊本県の「くまもと家庭教育支

援条例」を踏まえ、本市ではどの

ような取組を行っているのか。

　家庭教育は基本的な生活習慣や善悪の判断など、子どもが社会生活を

営むための基本的なルールやマナーを身につける上で大変重要であると

認識している。

　このため本市では、県条例施行前から、子どもとの接し方やしつけ等

に関する専門の講師を地域に派遣し、保護者向けの講話を行う「家庭教

育セミナー」や、保護者が自主的、計画的に実施する「家庭教育学級」

の開催等を通じて、家庭教育の重要性を啓発するとともに家庭教育支援

に取り組んできたところ、県の条例の施行を受け、県の「親の学びプロ

グラム」を参考に、家庭教育セミナーに参加体験型の手法を取り入れ

た。引き続き、県や民間団体とも連携を図りながら、家庭教育の啓発と

支援を推進していく。

4



質疑要旨 応答要旨

２　本会議（一般質問） 質疑要旨

平成３１年の生徒の自殺について

教育政策課

　熊本市子どもの死亡事案に関す

る詳細調査委員会の報告書や遺族

からの要望書への見解については

いかがか。また、今後どのように

対応するのか。

　本市の教諭の行為によって、多くの子ども、保護者、教職員を深く傷

つけ、決して消えない痛みを残してしまったこと、また、詳細調査委員

会の報告書において、教諭の不適切な指導が、ひとりの生徒が自ら命を

絶つという悲しい事件の一因に強く影響した蓋然性が高いとされたこと

について、被害を受けた全ての皆様と、議員各位をはじめ、市民の皆様

に心よりお詫び申し上げる。

　詳細調査委員会の報告書が指摘している、管理職の対応が「命を守る

機会を奪った」との指摘や教育委員会と学校の対応の不備等の課題につ

いては、真摯に受け止め反省している。

　報告書で提言された再発防止策については、具体的なスケジュールを

示した上で実施してまいりたい。具体的には、未然防止策として、管理

職の専門性や指導力の向上など「児童生徒が安心して学び成長する環

境」の整備や「教育委員会職員も含めた管理職、教職員を対象とした研

修」の実施等を、事案発生後の対応策としては、「事後対応総合マニュ

アル」の整備等に取り組んでまいる。

　また、要望書に込められたご遺族の悲痛な思いに応えるためにも、で

きるだけの対応を行ってまいりたい。例えば、以前に文部科学省に提出

していた「児童生徒の事件等報告書」を訂正し、再提出する対応を既に

行っている。残りの要望についても、１２月中を目途に対応をお示しし

たいと考えている。

5



質疑要旨 応答要旨

２　本会議（一般質問） 質疑要旨

教職員課

　体罰、暴言や不適切な言動を

行っていた教諭に対する早期の対

応ができなかったのはなぜか。

　当該教諭が、体罰、暴言や不適切な言動を起こしてきたことは、学校

や教育委員会が認識していた。

　そのうえで、詳細調査報告書にもあるとおり、校長や教頭から「１対

１での指導はしない。他の職員が立ち会うこと。」「体罰をしない。児

童の体に触らない。暴言を言わない。誤解を招くような不適切な指導を

しない。」ということを繰り返し指導してきた。

　このように、管理職が厳しく指導監督することで、教諭の行動の改善

が可能と考え、学校での勤務を継続させてきた。

　なお、当該教諭が不起訴処分となったことは、教育委員会として認識

していたが、その理由が起訴猶予であったことは、被害届を出した本人

しか知りえないため、当該教諭も教育委員会も把握していなかった。

　教諭の処分についてはいかが

か。また、教諭以外にも処分の対

象者がいるのか。

　昨日の教育委員会会議において、当該教諭の懲戒免職処分を決定し、

本日、本人に処分書を交付した。

　処分の理由は、１１月の体罰等審議会までに認定された「体罰」、

「暴言」、「不適切な言動」、「他の職員に対する暴言」、「保護者に

対する信用失墜行為」の計４２件の非違行為をもとに判断したものであ

る。

　当初、１１月中に最終的な調査を行い、１２月の体罰等審議会を経て

処分を行う方針であったが、児童や保護者等から多くの情報が寄せられ

ており、年内には調査が終わらない状況である。

　そのため、１１月２４日の教育委員会会議で処分の方針や進め方につ

いて協議を行い、現時点での認定結果をもとに処分を行うこととした。

　なお、今後も、教育委員会に寄せられた情報については、調査のうえ

体罰等審議会等に諮って認定を行ってまいる。

　今回の事案は関係者も多く経緯も複雑であるため、まずは本人の処分

を行ったものである。そのほかの関係者についても、今後調査を行った

上で、必要な処分を検討してまいる。
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質疑要旨 応答要旨

２　本会議（一般質問） 質疑要旨

教育委員会の問題点について

教育政策課

　教育委員会の問題点として、事

務局の案を追認するだけで実質的

に意思決定を行っておらず責任の

所在が曖昧であること、地域住民

の意向を十分に反映せず教員等教

育関係者の意向に沿って教育行政

を行うこと等が指摘されており、

要因として教育委員会の意思決定

が月1回程度短時間開かれる会議

のみで十分な議論がなされず適時

迅速にできないこと、教育長や事

務局職員の学校教育関係のポスト

が教員出身者で占められており教

員の立場を強く意識していること

等が指摘されている。特に「責任

の所在があいまい」「身内意識が

強い」と指摘される体質を改善し

ていくために、具体的にどのよう

な手立てを講じるのか。

　教育委員会に対しては、これまで様々な問題点が指摘されてきたとこ

ろである。

　これらの問題点の一部は、平成２７年の教育委員会制度改革により、

教育委員長と教育長の一本化や、教育委員会と自治体の長が協議を行う

総合教育会議の導入、自治体の長による教育大綱の策定、教育委員会会

議の透明化等が示され、改善がなされてきた。

　「身内意識が強い」との指摘については、本市教育委員会は、積極的

に外部の視点を入れるようにしているところである。例えば、第三者か

らなる体罰等審議会を設置し、児童生徒や保護者が教育委員会に直接訴

えることができる相談票を導入して、全ての相談について学校問題対応

チームが調査を行う体制としている。また、教育委員会会議について

も、市民の視点を意識した活発な議論を行うため、YouTubeでのライブ

配信を行っており、１回あたりの開催時間もここ数年では平均３時間以

上となっている。

　教育委員会事務局の学校教育関係ポストに教員出身者が多く就いてい

ることは、ご指摘のとおりだが、教育委員会事務局には学校現場を知る

職員が一定数必要と考えている。学校から教育委員会に来た職員に対し

ては、日頃から、教員の立場だけではなく、すべての市民のために仕事

をするという意識に切り替えることを指導している。

　しかしながら、まだまだ十分でない点も多く、教育委員会と学校が自

発的にそして持続的に改革改善に取り組むという状態にはなっていない

と言わざるをえない。今回の反省と教訓を生かし、真に開かれた全ての

子どもと市民のための教育委員会になるため、今こそが正念場であると

考えている。教育委員会と学校が良い緊張感の中で連携し、よりよい教

育を共に作っていけるよう強い覚悟をもって取り組んでまいる。

7



質疑要旨 応答要旨

２　本会議（一般質問） 質疑要旨

学校給食の無償化について

健康教育課

　本市でも臨時交付金を活用して

臨時的措置としての学校給食の無

償化を実施し、その後恒久的措置

としての無償化につなげていただ

きたいがいかがか。

　学校給食費への地方創生臨時交付金の活用については、本市では物価

高騰対策として、令和元年度と令和４年度との食材の価格差に相当する

額を助成しているところである。

　学校給食費は、学校給食法において保護者負担が原則とされている

が、その一方で、子育て世帯への支援として一定の負担軽減は必要と考

えている。今後、他都市における取組状況を参考に検討してまいる。

教員の不適切な指導について

教職員課

　指導が不適切な教員に対する人

事管理システムのガイドラインに

ついて説明していただきたい。

　本ガイドラインは、「指導が不適切である」教諭等の認定について、

その把握から研修後の措置までを一連の人事管理システムと捉え「指導

が不適切である」教諭等に適切な措置がなされることを目的としてい

る。

　まず、「指導が不適切である」教諭等を校長等による日常的な観察、

指導主事等による観察や面談、保護者からの意見や苦情等により的確に

把握し、校長から教育委員会へ申請する。その後、専門家等からの意

見、また、本人からの意見も聴取し「指導が不適切である」教諭等を認

定する。その上で、指導改善研修を実施し、対象となる教諭等の現場復

帰を促進する。指導の改善の程度によっては免職その他必要な措置を講

ずるものである。

　子どもの死亡事案に関する詳細

調査委員会の報告書におけるF教

諭は指導が不適切である教諭とし

て認識されていたのか。

　指導が不適切な教員に対する人事管理システムでいう「指導が不適切

な教諭等」とは、指導力不足等によって適切な指導が行えない者が対象

となる。

　懲戒処分に該当する教諭等は、このシステムの対象となる「指導が不

適切な教諭等」にはあたらないが、体罰、暴言等と認定される行

為を行った教員は、このシステムとは別に、懲戒処分の対象となる。
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質疑要旨 応答要旨

２　本会議（一般質問） 質疑要旨

　体罰等審議会が設置されてから

これまでに７０名の教員が体罰、

暴言または不適切な指導を行った

と判断されているが、これまでに

指導が不適切と思われる教員とさ

れた者は何名いるのか。

　これまで本市では、「指導が不適切な教員に対する人事管理システ

ム」による指導改善研修を受けた教員はいない。

　なお、体罰・暴言等による懲戒処分を受けた教員には、その後３か月

間の改善研修を行っており、これまでこの研修を受けた教員の数は、７

０人である。

　体罰、暴言等による懲戒処分を

受けた教員の改善研修後のフォ

ローアップ及び改善状況の評価は

どのようになされているのか。

　「指導改善研修」については、毎年４月に教育委員会から各校長に対

して通知を行い、該当者がいれば申請するよう伝えている。

　これまで本市では、校長から申請がないため指導改善研修を行った事

例はないが、今後、該当者がいた場合には、研修を行った後、フォロー

アップとして各学校で管理職が指導を行う。

　体罰や暴言等で処分を受けた教員が３か月間の改善研修を終えた後の

研修については、学校と情報共有をしながら、学校での研修や学校を離

れての研修を設定するなど、個別に対応している。

　指導が不適切な教員の一覧や研

修履歴等の記録の作成、管理職等

への情報共有はなされているの

か。

　人事評価の記録などは教職員課で管理している。教育委員会内で情報

の共有や引継ぎも行っているが、共通するフォーマットなどがないな

ど、改善すべき点があると考えている。

　学校での人事異動の際は、校長間で引継ぎを行うことを義務づけてい

るが、内容については学校で差があり、その点が課題である。

　改善研修後に教員の改善状況を

最も聴くべき相手は子どもたちで

あり、改善状況と事後対応につい

ての子ども及び保護者の意見を改

善状況報告書に加えるべきではな

いか。

　教員の指導について、子どもたちの声・意見を聞くことは重要である

と考えている。

　議員の提案を受け、校長から提出される改善状況報告書に加えて、保

護者の了解が得られれば、被害を受けた児童生徒に、その後の状況を確

認するようにしたい。
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質疑要旨 応答要旨

２　本会議（一般質問） 質疑要旨

　体罰等の認定や処分等が決定し

た際には学校から保護者へ必ず報

告すべきではないか。また、事案

の発生時には説明会の開催と文書

による報告及び謝罪を実施してい

ただきたいがいかがか。

　相談票を用いた相談が、体罰・暴言等の抑止に効果的であることを児

童生徒や保護者に広く周知することに努めたい。このことで、体罰・暴

言等を初期段階で把握し、迅速な対応につなげたい。

　これまでも認定や処分が決まった後に報告してきたが、今後もさらに

徹底していく。

　学校名を公表した場合は、保護者説明会を実施しているところである

が、今後もそのようにしてまいりたい。

　再発防止に向け、指導が不適切

な教員に対する人事管理システム

をガイドラインに沿って運用すべ

きと考えるがいかがか。

　政令市になって以降、本市では指導改善研修の対象者として校長から

申請された事例はない。指導が不適切な教員を適切に把握し、改善研修

等につなげられるよう、教育委員会と学校で連携し、取り組んでいくシ

ステムの再構築を検討したい。

　不適切な指導等について調査の

対象となった教員は担任から外す

こととしてはいかがか。

　児童生徒や保護者から相談があった場合は、すべて調査対象としてい

るため、調査対象になった方を一律に担任を外すことは現実的ではな

い。体罰、日常的な不適切指導、わいせつの恐れなど、その状況に応じ

て適切な対応をとってまいる。

　体罰の認定や処分までに時間が

かかりすぎていると考えるがいか

がか。

　ご指摘のとおり、相談票の提出から体罰等審議会での認定、その後の

処分までに時間がかかっているのは課題であると認識している。人員を

増やすなどの対応をとりたい。

　子どもの死亡事案に関する詳細

調査委員会の報告書にあった「F

教諭」を現場から外す判断が当該

時期となったのはなぜか。

　管理職が厳しく指導監督することを前提に、担任から外し、授業も原

則として複数で指導を行うことで、教諭の行動の改善が可能と考え、学

校での勤務を継続させるという判断を行ったところ。こうした対応の是

非については、今後、丁寧に検証を行っていきたい。

　学校における暴行や傷害事案に

ついては警察に被害届を提出し名

前を公表すべきではないか。

　教職員による暴行、傷害事案があった場合には、警察に告発する。名

前の公表については、公表基準に照らして厳正に対処したい。
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質疑要旨 応答要旨

２　本会議（一般質問） 質疑要旨

　教員の指導に関する児童生徒へ

のアンケートを実施してはいかが

か。

　教員の指導について、年齢や発達段階に応じて、子どもたちの声を聞

くことは重要なことと考える。児童生徒へのアンケートは、指導力向上

に資するような実施方法を考えていきたい。

　ご遺族から要望のあった、ご遺

族及び被害者保護者と教育委員会

との定期的な意見交換会やご遺族

等の話を聞くことを組み入れた研

修は実施するのか。

　今後、教育委員会との意見交換会や遺族の方と連携した研修の実施を

検討していきたい。

　「体罰」は、社会では容認され

ない暴力であるため、「体罰」と

いう表現自体をやめるべきでない

か。

　暴力や傷害という言葉を使うこともできるが、体罰という言葉によっ

て、子どもが被害者であることが明確になる面もあるし、２０２０年に

法律改正で体罰が全面的に禁止になったという契機でもあるので、敢え

て体罰という言葉を使うのがいいのではないかと考えている。

　市長マニフェスト2018の38

「子どもを死なせない社会の実現

に向け取り組む」（任期中実現）

の総括について、特に子どもの自

殺という観点から尋ねる。【市長

答弁】

　本市においても自殺や自殺企図とみられる事案が発生しており、その

たびに胸が締め付けられる思いがする。その未然防止に努めることは私

たちの喫緊かつ重要な課題である。

　子どもの悩みや苦しみといった現状を共有し、子どもを真ん中におい

て何ができるのかを模索するために、校長会・教育委員会・福祉行政に

よる意見交換を今年度から定期的に開催し、連携を図っているところで

ある。

　全ての教職員は、子どもに対する影響力の大きさを自覚し、自らの職

務に対する誇りとともに、謙虚な姿勢を持って学校教育に臨む必要があ

ると考えており、このことを教育委員会に強く要請してまいる。

　今後はさらに、子どもに関わるあらゆる部局が連携を強化し、全ての

職員が、子どもの命に向き合い、子どもの命をお預かりしているという

強い覚悟を持って改めて職務にあたる決意である。
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質疑要旨 応答要旨

２　本会議（一般質問） 質疑要旨

寄附採納について

教育政策課

　学校では、どのようなものの寄

附を受けているのか。また、現金

の寄附もあるのか。

　学校に対して寄附の申し出があったものについては、物品か現金かに

関わらず学校ではなく市として受け入れている。

指導課

　現金の寄附について、いつか

ら、どのように学校へ周知してい

るのか。

　現金での寄付採納手続は教育委員会事務局で行っており、学校には、

毎年度当初に行っている配当予算やその執行にかかる説明会の中で、寄

付採納にかかる手続を文書で示している。

　確認できる範囲では平成１５年度から、教育委員会を通さずに学校で

受け入れることのないよう周知を行ってきた。

学校図書について

指導課

　学校図書の予算について尋ね

る。【市長答弁】

　令和４年度の学校図書購入予算は、小学校が１，６０１万４千円で１

校当たり約１７万４千円、中学校が１，０２１万円で１校当たり約２４

万３千円である。なお、幼稚園の図書購入予算は計上していない。ま

た、令和３年度の学校図書の寄付総冊数は６，２５０冊で、金額が不明

な図書もあるため、寄付総額の算定は困難である。

　学校図書の予算を充実させる予

定についてはいかがか。【市長答

弁】

　学校図書館の蔵書については、更なる充実が必要と認識しており、マ

ニフェストにも掲げたところである。私自身も幼少時から数多くの本に

親しみ、読書の重要性は身をもって実感している。

　子どもたちの豊かな人間性を育むためには、学校図書館の果たす役割

は極めて大きいと考えており、学校図書予算の増額に取り組んでまい

る。
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質疑要旨 応答要旨

２　本会議（一般質問） 質疑要旨

学校プールの統廃合について

指導課

　他都市における学校プールの統

廃合の実施状況について尋ねる。

　指定都市の中で、民間施設を利用し、インストラクターに指導を委託

しているのが７市、民間施設を利用して教員が指導している市も７市あ

る。また、３市が実施を検討しており、２市が実施の予定はないとして

いる。

　各都市の回答では、本市と同じく民間施設を利用し、インストラク

ターに指導を委託する方法が、メリットが多いという結果であった。

　今年度実施したモデル事業の内

容と検証結果はいかがか。

　本年度は、小学校２校が民間施設を利用し、インストラクターが補助

に入り、水泳授業を行った。成果としては、児童の泳力が顕著に伸びた

こと、教員のプール管理及び監視の負担が減ったことがあげられる。課

題としては、時間及び回数の調整、使用しなくなったプールをどうする

か等がある。

　なお、アンケートでは、次年度も継続してほしいという割合が、児

童、保護者はともに８割以上、教員は１０割である。

　来年度以降の計画や手法につい

てはいかがか。

　来年度は令和４年度のモデル校２校に加え、小学校４校が民間施設を

利用する予定である。同時に、隣接校同士のプール共用のモデルを小学

校１校、中学校１校で実施する予定である。今後は、プールの築年数の

古い学校や利用できる民間施設等を調査し、拡充を図っていく方向で検

討してまいる。
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質疑要旨 応答要旨

２　本会議（一般質問） 質疑要旨

インクルーシブ教育について

総合支援課

　文部科学省から発出された通知

「特別支援学級及び通級による指

導の適切な運用について」では原

則として週の授業時数の半分以上

を目安として支援学級での授業が

求められるなど、「共に学ぶ教

育」の後退が懸念されるという報

道もあるが、本市では当該通知を

受けた取扱いの変更は検討されて

いるのか。また、当該通知は学校

ではどのように受け止められてい

るのか。

　議員お尋ねの文部科学省からの通知は、インクルーシブ教育のもと、

適切な学びの場の選択と教育課程の運用を促すためのものと理解してい

る。

　しかしながら、通知を受け、学校現場からは、児童生徒の状況は様々

で対応が難しい、また学びの場の変更には時間をかけた丁寧な教育相談

が必要であるといった声があがっている。

　これらのことから、授業時数の取扱いは慎重に対応していく必要があ

ると考えている。現時点では、学校の実情を踏まえ、改善可能なところ

から対応している。

　教育委員会としての学校現場へ

のバックアップ体制について、現

在の状況と今後の方針はいかが

か。

　障がいのある児童生徒への接し方については、担当教員の研修会をは

じめ、指導主事や専門性のある巡回相談員が学校を訪問し、直接、支援

方法を助言している。また、採用１０年目までの教員に特別支援学級で

の指導を経験する研修を行うなど、共生社会を担う人材の育成に取り組

んでいる。

　教育委員会の相談窓口としては、総合支援課をはじめ、教育相談室の

専門員や学校教育コンシェルジュ等があり、学校や保護者の求めに応じ

て対応している。

　今後も研修の充実を図るとともに、学校や保護者等の思いに寄り添っ

た支援ができるよう、関係各局と連携しながら相談体制を整えていく。
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質疑要旨 応答要旨

２　本会議（一般質問） 質疑要旨

小学校のサッカーゴールについて

指導課

　小学校におけるサッカーゴール

の設置状況について尋ねる。

　サッカーゴールには、１１人制の一般用と８人制の少年用の２種類が

ある。現在、本市の小学校９２校及び特別支援学校１校のうち、１１人

制のゴールのみを設置しているのが４１校、８人制のゴールのみを設置

しているのが１９校、また、両方のゴールを設置しているのが２４校、

どちらも設置していないのが９校となっている。

　なぜ１１人制のサッカーゴール

が設置されている小学校があるの

か。

　小学校では、１１人制の大会と８人制の大会があるが、１０年程前か

らボールに関わる時間を増やすこと、プレー回数を増やすことを通して

子どもたちの成長を促すことを目的として、８人制の大会が増えてきて

いる。しかしながら、以前は１１人制の大会が多かったため、現在も１

１人制のゴールが設置されている学校がある。

　サッカーゴールの使用状況や

ニーズを調査し、移設等を検討す

べきではないか。

　今後、各学校の使用状況やニーズの調査を行い、サッカーゴールを新

しく買い替える学校では、ニーズに応じて８人制のゴールに買い替え、

８人制のゴールの全体数を増やしていく。

バリアフリートイレの整備につい

て

学校施設課

　学校へのバリアフリートイレに

ついては、早急に全ての学校の校

舎又は体育館に整備し、その後校

舎及び体育館、校舎の各階と整備

するなどの対応が必要と考えるが

いかがか。【市長答弁】

　学校へのバリアフリートイレの整備については、避難所の機能強化や

インクルーシブ教育の観点から喫緊の課題であると認識している。

　校舎及び体育館のどちらにも設置されていない学校については、令和

７年度までに整備を行う予定で進めている。

　その後、全ての学校の校舎及び体育館に、誰もが利用しやすいバリア

フリートイレの整備を進めてまいる。
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質疑要旨 応答要旨

２　本会議（一般質問） 質疑要旨

体育館への空調設備の整備につい

て

学校施設課

　全国の小中学校の体育館への空

調設備の整備状況はいかがか。

【市長答弁】

　全国の小中学校の体育館における空調設備の設置率は、文部科学省の

調査によると、令和４年９月１日現在、１１．９％である。

　熱中症のリスクが高い学校から

でも、体育館への空調設備の設置

を行うべきと考えるがいかがか。

【市長答弁】

　本市における小中学校体育館への空調設備設置については、子どもた

ちの熱中症対策や、防災面も含めた体育館の機能強化の観点からも重要

だと認識している。

　今後、学校施設に限らず、多くの市有施設が建替えや改修工事が必要

な時期を迎え、多額の費用が必要となることから、中期財政計画との整

合性や、他都市の状況、本市が目指す脱炭素社会への課題等を踏まえ総

合的に研究してまいりたい。
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質疑要旨 応答要旨

２　本会議（一般質問） 質疑要旨

不登校対策について

総合支援課

　本市の不登校対策について、フ

レンドリーの実施状況及び今後の

計画についてはいかがか。

　不登校児童生徒が通所して支援を受けるフレンドリーは、現在、市内

５カ所に設置している。昨年度は６３人が通所し、本年度は１１月末時

点で昨年度を上回っている。

　今後、近隣校に利用を呼び掛けるとともに、市内の児童生徒がアクセ

スしやすいようにするなど、充実した支援に向けて取り組んでいきた

い。

　ユアフレンドの実施状況及び今

後の計画についてはいかがか。

　熊本大学教育学部の学生が不登校の児童生徒と直接触れ合うユア・フ

レンド事業は、本年度は参加する学生が増えて１６９人が登録し、現在

小学校４１校、中学校２５校で活動している。家庭への派遣について

は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のために実施を見送ってい

る。

　昨年度は２，２０３回学校へ派遣しており、本年度も昨年度を上回る

ペースで派遣依頼が増えているため、今後、より多くの学生を派遣でき

るように活動回数を確保するとともに、感染状況を見ながら家庭派遣の

再開も検討していく。

　フレンドリーオンラインの実施

状況及び今後の計画についてはい

かがか。

　拠点校のスタジオから不登校の児童生徒へオンラインで授業等を配信

するフレンドリーオンラインは、１１月１日現在で小学校６４人、中学

校２０６人が登録している。

　担当している学習支援員は小中学校それぞれ３人で配信を行っている

が、参加者は増加傾向であるため、学習支援員を増員するなど、より充

実した支援を検討したい。

　また、参加している児童生徒はコミュニケーションへの不安等を抱え

ている様子が見られるため、文部科学省の事業も利用し、メタバースを

活用しながら、支援をできるように進めている。

17



質疑要旨 応答要旨

２　本会議（一般質問） 質疑要旨

　スクールソーシャルワーカー、

スクールカウンセラー及び不登校

対策サポーターの実施状況及び今

後の計画についてはいかがか。

　スクールソーシャルワーカーについては、現在１６人を配置してい

る。研修の充実のほか、今後、より多くのケースに対応できるよう増員

することが大切と考える。

　スクールカウンセラーについては、４８人を全中学校に配置し、校区

の小学校を含めてカウンセリングを実施している。カウンセリングが必

要な児童生徒は、１１月の調査では２，５１６人であり、令和２年度以

降、増加していることから、スクールカウンセラー１人あたりの配当時

間を増やしながら対応してまいりたい。

　不登校対策サポーターは現在１４校に配置しているが、不登校の児童

生徒の増加に伴い、別室での対応等が必要な学校への配置について検討

していきたい。

　不登校特例校の設置に向けて検

討していただきたいがいかがか。

　不登校特例校については、フレンドリーオンラインを開始する際に、

他県の不登校特例校の調査も行った。本市では、まずはフレンドリーや

フレンドリーオンライン、フリースクールとの連携等、現在実施してい

る取組を充実させていく方向で考えている。

　今後も、不登校特例校も含め、各県の取組について調査・研究を進め

ながら、誰一人取り残すことのない支援ができるよう取り組んでいく。

部活動の地域移行について

指導課

　小学校における部活動の地域移

行の進捗状況と課題について尋ね

る。

　小学校における部活動の地域移行の進捗状況と課題についてだが、小

学校の総合運動部を除く運動部活動数は、地域移行前の平成３０年度の

２７１部から令和４年度の１４部と、２５７部減少した。その内、５

２％にあたる１３３部は総合型地域スポーツクラブ等へ移行している。

　地域移行が進んだことで、地域のスポーツ活動の活性化のほか、教員

の部活動指導に係る時間や負担感の減少につながるなどの効果があっ

た。

　その一方で、自宅近くに希望するスポーツの活動場所がないケースが

あることや、地域における指導者の不足・高齢化等が課題としてあがっ

ている。
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質疑要旨 応答要旨

２　本会議（一般質問） 質疑要旨

学校改革推進課

中学校における部活動の円滑な地

域移行に向け、特に受け皿の質と

量の確保にどのように取り組むの

か。

　中学校部活動の円滑な地域移行における受け皿の質・量の確保につい

てだが、中学校の地域移行を進めるにあたっては、受け皿となる団体等

の整備充実、指導者や施設の確保、保護者負担のあり方の整理等、想定

される課題が多岐にわたる。

　特に、受け皿の整備充実については、運営団体を作り指導者を派遣す

る方法のほか、総合型地域スポーツクラブや民間事業者が受入先となっ

て運営する方法等が考えられる。

　そこで、より詳細に課題の把握を行うため、スポーツ・文化活動に関

する保護者、生徒、教員へのアンケートを現在実施している。

　今後、「部活動改革検討委員会」において、小学校部活動の地域移行

に係る検証結果を踏まえつつ、教員や保護者、関係団体等と協議を行

い、本市のスポーツ・文化活動の充実と教員の働き方改革の両立に取り

組んでまいる。

発達性読み書き障がいの児童生徒

への支援について

総合支援課

　本市ではディスレクシアの疑い

のある児童生徒をどのように把握

しているのか。

　学校では、授業中の児童生徒の姿から読み書きの苦手さに気づくこと

はあるが、ディスレクシアであるかの判断は専門性を要するため、保護

者からの情報提供等により把握している。

　また、発達検査についても、実施には資格や専門性が必要なため教育

相談室や医療機関等で行ったウィスク等の検査結果を学校での支援に生

かしている。
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質疑要旨 応答要旨

２　本会議（一般質問） 質疑要旨

　ディスレクシアへの保護者の理

解を促すためにリーフレットを作

成する必要があると考えるがいか

がか。

　特定の障がいに絞ったリーフレットは作成していないが、毎年特別支

援教育の理解・啓発リーフレットを学校に配布している。新１年生の保

護者に対し、リーフレットを使って発達障がい等へ理解を呼び掛けると

ともに、学校の支援体制について説明している。

　今後ディスレクシア等に対する具体的な支援方法を記載するなど、

リーフレットの内容の充実を図り、保護者の理解や早期対応につなげた

い。

　通級指導教室の教員が他校を訪

問する取組について、効果と課題

はいかがか。

　他校で通級指導を受ける児童生徒や保護者の負担を考え、２学期か

ら、担当教員が在籍校に訪問する「巡回指導」をモデル的に開始し、現

在は２０人程度の児童生徒を対象に行っている。

　送迎の負担がなくなりありがたいという保護者の声がある一方、指導

者の時間調整が難しいといった課題も挙がっている。モデル実施での成

果をもとに、巡回指導の拡大について検討していく。

　通級指導がどの学校でも受けら

れるよう、通級指導教室の教員を

増やしていただきたいがいかが

か。

　通級による指導のニーズは高く、令和３年に策定した第２次熊本市特

別支援教育推進計画の一つとして、通級指導教室の拡充に取り組んでい

る。

　近年の特別支援学級の増加により担当教員の確保が難しい中、現在、

地域的なバランスや学校からの要望等を踏まえ、毎年配置校を増やして

いる。どの学校でも通級による指導が受けられるよう、巡回指導の導入

を進め、通級指導教室の拡充を図ってまいりたい。

　学校現場への教員以外のスタッ

フの増員にはどのように取り組む

のか。【市長答弁】

　特別な教育的支援が必要な児童生徒は年々増加しており、さらなる支

援体制の整備が求められている。中でも、直接児童生徒の支援に携わる

学級支援員は学校にとって欠かせない存在であり、その増員については

多くの学校が期待するところであると受け止めている。

　マニフェストにも示したとおり、現在の配置数については十分とは言

えないと考えており、また昨年度の外部監査においても、各学校・園１

人以上の配置が望ましいとの示唆をいただいている。

　学級支援員等の増員については、今後適切な配置数を研究しながら、

児童生徒が安心して学べる環境づくりに向けて取り組んでまいる。
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質疑要旨 応答要旨

２　本会議（一般質問） 質疑要旨

学校への寄附金を募る仕組みづく

りについて

教育政策課

　学校を指定して寄附ができる仕

組みを作ってはいかがか。

　教育委員会では、学校への寄附金制度として、ふるさと納税の仕組み

を活用し、熊本市立学校、幼稚園を個別に応援していただく寄附金制度

の創設に向け、関係部署との協議を進めてきた。

　この制度においては、学校を指定した寄附金の全額が、学校独自の財

源となるよう学校へ配当することとし、寄附者の母校や寄附者ご自身の

居住地域の学校を応援したいというご意向にも沿えるものとしている。

　また、学校へ配当する寄附金額は、学校教育活動に資することを目的

に、原則として学校長の裁量のもとで執行することを想定しており、議

員ご指摘の学校図書館蔵書の充実のための活用も可能としている。

　本制度については、校長代表者会にも概要を示したところであり、寄

附金の募集を熊本市ホームページに掲載するなど、近日中にも運用を開

始したいと考えている。
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質疑要旨 応答要旨

市立幼稚園における通級指導教室の整備について

学校改革推進課

　隈庄幼稚園や市立幼稚園のない地域への今後の拡

充についてはいかがか。

　令和５年度から市立幼稚園各園に順次拡充してい

く。隈庄幼稚園や市立幼稚園がない西区及び東区に

ついても、ニーズを見極め、小学校の空き教室の活

用等を検討していく。

市立幼稚園における通級指導教室の整備について

学校改革推進課

　実態に合わせた拡充をするために、通級指導教室

の整備における全市域的なニーズ調査を検討してい

ただきたい。＜要望＞

市立図書館等図書購入費について

市立図書館

　電子図書だけでなく、紙の図書購入費の増額にも

努めていただきたい。＜要望＞

３　予算決算委員会分科会　質疑要旨
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質疑要旨 応答要旨

指定管理者の指定について（城南図書館、児童館）

市立図書館

　指定管理者が自分自身を厳しい目で評価すれば、

事業がより改善される。＜意見＞

　形式上は公募でも、競争性が働いておらず、同じ

企業が指定管理者となっているのではないか。

　前回及び今回の応募が1者のみであったことにつ

いては、競争性が足りないと感じている。本市が

行っている他の指定管理の公募についても確認した

い。

　指定管理者における図書館の専門職の定着状況に

ついて、把握しているか。

　窓口職員については間違いなく全員が司書の資格

を持っているが、同じ職員が継続して雇用されてい

るかは、今後把握に努めたい。

金峰山少年自然の家指定管理者の指定及び特定事業

契約締結について

青少年教育課

　運営に関して、教育的視点が大事であるが、どの

ように担保していくのか。また、職員の研修につい

てはいかがか。

　野外教育施設運営協議会での意見やモニタリング

等を踏まえて、運営に関わっていく。研修について

は、事業者と考えていく。

　指定管理者の運営には、教育委員会としての関わ

りが大事である。職員研修や事業チェック等を行い

ながら教育的視点を持って運営していただきたい。

＜要望＞

４　教育市民委員会　質疑要旨
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質疑要旨 応答要旨

４　教育市民委員会　質疑要旨

学校給食費の支払督促申立てについて

健康教育課

　学校給食費の公会計化後、滞納額が20倍以上に

なったが、なぜここまで放置したのか。また、滞納

する家庭には困窮などいろいろな事情があり、初期

対応ができなかったことを棚上げして法的措置に訴

えるのは適切ではないと考えるがいかがか。

　滞納額が少ないうちに納付交渉をすることの重要

性は認識しているが、令和2年度は納付相談員の雇

用が年度途中からであるなど、十分に対応できな

かった面もある。今後は早期対応に努めていく。今

回は、保護者の事情を聴くため電話、文書、訪問等

を試みたが交渉に応じられなかったため、やむを得

ず申立てを行った。

　給食費を無償化すれば滞納もなくなるため、他自

治体の取組状況も参考に前向きに検討していただき

たい。＜要望＞

天明校区施設一体型義務教育学校基本計画（案）に

ついて

学校改革推進課

　設計事項一体型で発注した場合、事業参加業者が

狭まることはないか。

　要求水準書や入札参加資格の設定にあたっては、

地元企業が参加できるよう検討したい。

　学校の統廃合や義務教育学校の設置等について

は、地域や専門家の意見を聞きながら、教育的な視

点を踏まえ取り組んでいただきたい。＜要望＞

学校図書整備について

教職員課

　過去5年間、学校図書館の図書の予算は変わら

ず、指定都市の中でも低い状況だが、今後の方針に

ついてはいかがか。

　これから子どもたちに役立つ本を購入できるよ

う、予算の拡充に努めていきたい。
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質疑要旨 応答要旨

４　教育市民委員会　質疑要旨

１２月２日の懲戒処分について

教職員課

　なぜ教育市民委員会の委員に第三者委員会の調査

報告書を配布していないのか。

　教育市民委員会でも配布すべきであったと認識し

ており、反省している。

　2018年に児童の保護者が警察に被害届を提出した

件について、この件で児童は転校することになった

が、転校となる前に、または不起訴処分となる前に

調査をして担任から外すべきではなかったのか。

　学校で指導監督しながら継続するということで対

応を進めていた。一連の事案については、しっかり

検証し、今後、教育委員会としての対応を考えてい

きたい。

　2019年に保護者から嘆願書が提出された際の教育

委員会の対応に問題があったのではないか。

　嘆願書が提出された際の対応については、現在、

検証をしているところである。次回の教育委員会会

議でも教育委員の方々にご意見をいただき、検証し

ていきたい。

　嘆願書が提出された際に担任を外すだけでなく、

調査をして処分をするなどの対応が必要ではなかっ

たのか。総括をして、今後に生かしていただきた

い。＜要望＞

　関係職員の処分について教育委員会会議で審議す

るとのことだが、管理職の処分は実施すべきであ

る。このようなことが二度と起こらないように、学

校も教育委員会も命に係わる事案については、一番

に敏感に関わるべきである。＜意見＞

　重大事案になる前にもっと早い時点で現場教員の

問題のある行動に対して、把握して適切に指導する

ことができていないのではないか。いま、現場の動

きはどうなっているのか。

　今後、教員の様々な情報を学校と教育委員会で共

有し、また、異動の際にどのように伝えていくのか

ということ等を含めてしっかり検討して再発防止に

努めたい。
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質疑要旨 応答要旨

４　教育市民委員会　質疑要旨

　何かが起こって対応するのではなく、日常の状況

把握ができる体制を検討していただきたい。また、

不祥事への対応については、ただ単に処罰するだけ

でなく、学識経験者による専門的な対応を含めた仕

組みを作っていくべきである。今後検討していただ

きたい。

　今回の件は、２０１９年までの間に様々な体罰、

暴言、不適切な指導があったにもかかわらず、学校

や教育委員会が組織として把握して対応できていな

かったという点と、２０１９年以降の３年間、調査

をしている間の対応が有効にできていなかったこと

が問題である。１点目については、体罰等審議会に

よって、かなりの程度改善されてきている。２点目

についてはまだ十分な体制ができていないことか

ら、今後作っていきたい。議員のご指摘はそのとお

りであり、教員の処分については、必要な体制、外

部の方を含めた専門性、それをこれからいかに強化

していけるかが大きな課題だと思っている。

学校応援寄附金について

教育政策課

　全国の同窓会へ寄附の働きかけ等を行うととも

に、寄附金を増やす方法についても検討していただ

きたい。＜要望＞

　義務教育は原則、全ての経費を公費で賄うことと

なっている点についてはいかがか。

　寄附は追加で配当するものであり、公費で不足す

るものを補完するものではない。

　新しい制度を開始する場合には、説明責任を果た

した上で進めてほしい。＜要望＞
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質疑要旨 応答要旨

４　教育市民委員会　質疑要旨

プール再編について

指導課

　学校のプールが水泳の授業以外に果たしている役

割についてどう考えているか。

　関係機関や地域からは民間委託を実施した校区に

プールを残して欲しいという意見は出ていないが、

関係部局と連携し、検討していきたい。

　災害時の対応についてどのように考えるか。 　消防局に、災害時に学校プールが必ずなくてはな

らないものではないことを確認している。具体的な

対策については危機管理防災総室と検討していく。
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質疑要旨 応答要旨

熊本市長等の給料の特例に

関する条例の制定について

教職員課

　給与減額の処分につい

て、教育長はどのように受

け止めているのか。

　今回、中学１年生が自ら死を選ぶという悲しく、つらい出来事につい

て、その一因に教員の不適切な指導が強く影響した蓋然性が高いという

指摘を受けた。

　教育長として、事態の重大さを真摯に受け止めている。学校や教育委

員会として、迅速かつ適切な対応ができたのではないかと、深く反省し

ている。

　また、教育長として、なにより被害を受けた子どもたち、保護者の皆

様、そして、市民の皆様に改めて深くお詫び申し上げる。

　今回の給料の減額は、今回の事案にかかわる体罰を行った教諭の懲戒

免職処分等に関し、教育行政を預かる者としての自らの責任を明らかに

するために行ったものである。

　今後、市民の皆様の信頼回復と再発防止に向けて全力で取り組んでま

いる。

　再発防止策をどのように

進めていくのか。

　再発防止対策としては、自死の予防と体罰、暴言等の防止が重要であ

ることはもちろんであるが、今回のケースから、改善すべき点はまず、

体罰、暴言等が起こったときに、いかに迅速かつ適切な対応がとれるか

ということだと考える。

　そのために、事案が発生した時に、学校と教育委員会は、いち早く情

報を共有し、状況によっては、該当の教員を学級や部活動の指導から速

やかに外すという判断ができるよう、迅速な対応が取れる体制づくりを

行いたい。

　具体的には、今後、第三者の視点も取り入れながら、迅速な対応がで

きるルールや仕組み、さらには教育委員会組織の在り方についても検討

する。検討した結果はマニュアル等に具現化し、迅速な対応の徹底を

図ってまいる。

　また、児童生徒の健全な成長のために、教職員のワーク・ライフ・バ

ランスを意識した「働き方改革」を一層推進し、教職員の教育への意欲

を高めていきたい。

６　閉会日 質疑要旨
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